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開発援助と平和構築についての展望

- Before and after 2002 -
１　「開発」と「平和」の邂逅

　1947年6月、マーシャル米国国務長官（当時）は、ハーバード大学で次の様な演説を行った。

　「我が国の国民は、困難な状況にある世界の地域から遠く離れている。そのために、困難に直面している人々の窮状や、長期に亘って辛い思いをしている人々がつくりだすうねりが最終的にどのような結末をもたらすか、さらには、そうしたうねりの余波に晒される諸政府の態度が、世界平和の促進を目指すわれわれの努力にどのような影響を与えるのか、理解できずにいる
。」

　半世紀を経てなお、人類社会は同じメッセージを共有する必要に駆られている。マーシャル・プランは、冷戦を予感した米国の世界戦略であったと同時に、世界の平和と開発の問題を包括的に捉え、それに対して断固たる意志と大量の投入をもって対応しようとしたものとして人類史上重要な意味を持つ。しかし、このプランが軌道に乗るにつれ、戦後の国を支援するという、「平和の問題」と貧しい国の開発を支援するという、「開発の問題」の二つが同じ土俵で論じられることは次第に少なくなった。例えば、1945年にIMFとともに設立された国際復興開発銀行や国際開発協会を含む世銀グループ（以下「世銀」）は、第二次世界大戦後の復興支援を目的とする組織であった
が、その後は、むしろ、貧しい国の経済的な開発
を支援する、いわゆる開発援助
の専門機関として世界から認知されていくことになった。

　1961年1月、国連は、1960年代を「開発の十年」とすることを決議した。同年代を通じ、新興独立国を含む途上国に対する開発援助は一層拡充されていった。この時期、東西両陣営の「陣地争い」は先鋭化し、双方による援助競争が展開された。しかし、その過程において、開発援助が、経済成長や貧困の削減などの経済的問題に対象を限定し、平和や武力紛争などを巡る問題に対して少なくとも直接対峙することがなかった点にも注目すべきであろう。周知のとおり、世銀は、設立時の基本協定に従い、政治的問題に直接関わることを避けてきた。また、1961年にケネディ米大統領（当時）により創設された米国開発援助庁（USAID）は、前身である国際協力庁（International Cooperation Administration）と異なり、開発援助の専門機関として位置づけられることとなった
。

　しかし、冷戦崩壊後、開発途上国における紛争の問題がクローズアップされてくるに従い、時代は転換点を迎えた。1990年代以降、新たな武力紛争の惨禍に見舞われた開発途上国の復興開発への支援が再び重要なアジェンダとして浮上する。1992年、モザンビーク包括和平協定の調印、同年、エル・サルヴァドルにおける和平合意、1993年、カンボジア復興国際委員会会合（ICORC）の開催、1994年、南アフリカ共和国におけるアパルトヘイト後の総選挙、1995年、ボスニア和平協定の署名など、長い間武力紛争を経験した国が和平に辿り着き、国際社会の支援を得て復興開発の途につく、というドラマが随所にみられた。他方、ソマリア、ルワンダ、ブルンディ、コンゴ民主共和国（旧ザイール）等の貧しい国々においては、武力紛争と貧困が相乗し人間の生存にとって危機的な状況が慢性的に続くことになった。

　このような情勢を踏まえ、特に1990年代半ば以降、開発援助の取り組みにおいて、武力紛争から脱した国々を如何にして円滑に復興開発の軌道に乗せるか、あるいは、それらの国々が再び紛争と貧困の悪循環に陥らない様に、如何にして紛争を予防し開発を促進するか、といった問題意識が次第に明確になり共有されていくことになる。1997年にDAC（OECDの開発援助委員会）が公表した「紛争、平和と開発協力に関するガイドライン
」は主要援助国・機関による認識の最大公約数的な産物であると言える。これも踏まえ、1999年、日本は「政府開発援助に関する中期政策」において、紛争の予防、紛争に伴う難民問題、紛争後の復興などについての政府の取り組み方針を明らかにした。

２　「疾風怒濤の年」となった2002年

　2001年9月11日の米国同時多発テロ事件によって、世界の総人口の８割以上を占める貧しい社会の人々との繋がりを、「豊かな社会」が再認識することになった。同年12月、英国のブラウン蔵相は、長い紛争で引き裂かれたアフガニスタンの復興を地球的視野で捉え、ミレニアム開発目標（MDGs: Millennium Development Goals）のひとつである2015年までの貧困削減に向けて全世界が取り組むべく、21世紀版のマーシャル・プランを提唱し、開発援助については倍増を主張した
。この呼びかけに対する国際社会の反応は必ずしも芳しくはなかったが、結果的に、2002年における、米・欧の援助増合戦に向けての導火線となった。

　2002年は、開発援助と平和構築という文脈においても、まさに「疾風怒濤の年」となった。1月のアフガニスタン復興支援のための東京会合を皮切りに、国際社会はアフガニスタンの戦後復興を支援するためにダイナミックに動いた。また、スリランカとアンゴラが復興支援の対象として急浮上した。7月、東チモールは世銀・IMFに加盟し、12月にはアチェの和平協定が調印された。更に、中東や朝鮮半島情勢の緊張が高まる中で、両地域の平和と安定化に向けての検討が各所で進められた
。

　同年、国連では、経済社会理事会をはじめ、累次の会合で、平和構築と開発の問題がイシューとなった。また、これらの会合の多くには、各種の市民団体等も積極的に参加した
。緒方貞子とアマルティア・センの両氏を共同議長とする「人間の安全保障委員会
」の議論は世界の有識者の注目を集めているが、そこでは開発と平和の問題について、より包括的な視点から議論が進められているのみならず、具体的にどのようなかたちで実践に活かしてしていくか（operationalization）、についての検討が進められている。経済協力開発機構の開発援助委員会（OECD DAC）では、平和構築に関する専門家ネットワークを活用して、テロリズムの問題についても議論がなされた
。紛争の惨禍に喘ぐ国や戦後復興の途上にある国に対して何ができるか、という論点は、「poor performers」（援助を受けても開発が進まない国）や、「countries with difficult partnership
」（種々の理由で援助を効果的に行うことが困難な国）に対する支援の在り方を検討するに際しても常に注目を浴びた。世銀は、「LICUS(Low Income Countries Under Stress)
」という概念を打ち出し、武力紛争の脅威その他のストレス下にある途上国に対する特別な支援を強化する必要性を訴えた。米国政府は、September.11を契機とし翌2002年において種々のイニシアティブを打ち出した。とりわけ、開発援助増額に関するコミットメント（2006年までに5割増を達成）やその増分に関する「ミレニアム挑戦会計」（MCA: Millennium Challenge Account）創設
は、同国の開発援助についての歴史的に重要な大転換であると言われている
。　マーシャル・プランが発表された1947年、対外援助法（Foreign Assistant Act）制定やUSAID創設等の改革が実行された1961年という、という二つの大転換期に並ぶものとして、位置づけられている
。ちなみに、MCAは、9.11後の世界情勢認識を背景にして創設されたものではあるが、テロの温床や武力紛争の舞台となりえるような途上国を直接の支援対象とはしていない。むしろ反対に、正しく統治し、国民に投資し、経済的自由を促進する国を対象とすることを通じ、自国民のための正しい選択を途上国の政府に促すことを目的としている
。

　日本政府は、紛争予防・平和構築無償（120億円）を2002年度に新設した。5月には、日本の平和貢献の在り方について包括的に検討するために内閣官房に国際平和協力懇談会が設置され同年末に報告を取り纏めた
。更に、ODAの在り方の規定してきた「政府開発援助大綱」（1992年6月30日閣議決定）に関し、本格的な見直しの作業が着手されたが、その中で、平和構築の取り組みをどのようなかたちで明文化していくか、が、論点のひとつとなっている。自民党による「ODA改革の具体的な方策—国民に理解されるODAを目指してー」（2002年12月12日）は、大綱策定後10年を経た国際情勢の変化等を踏まえ、「人間の安全保障、平和構築分野におけるODAの活用」についても考慮しながら早急に大綱を見直す必要があることを指摘している。ベーカー駐日米国大使は、「日本はODAを健全に活用して、平和の構築と開発を進めてきた」という認識を示し、そのうえで日米が協力しつつテロの温床となり得る貧困その他の諸問題を根絶すべきである
と訴えている。

　開発援助実務のレベルにおいても2002年は平和構築に焦点を充てた諸活動が目白押しとなった。同年、日本政府は、国連諸機関や国際協力事業団（JICA）などを通じ紛争を経験した途上国の復興のための援助を積極的に展開した。カンボジア、東チモール、ボスニア・ヘルツェゴビナ等の戦後復興支援を継続することに加え、アフガニスタン、アンゴラ、スリランカ、フィリピン（ミンダナオ）などが支援対象として加わった。（コラム参照）
。

	【参考】日本によるアフガニスタン支援とODA

　アフガニスタンの和平と復興に向けたプロセスにおいて、日本は、国連及び主要援助国等との密接な連携を保ちつつ、その中にあって、常に主導的役割を果たしてきた。

　「平和の定着」を目指す日本の支援は、次の三本柱から構成される。

1） 和平プロセス支援（緊急ロヤ・ジルガ（国民大会議）支援、行政能力強化）

2） 国内の治安の回復（兵士復員、文民警察再建、麻薬対策、地雷除去等）

3） 復興・人道支援（地域コミュニティーの再建、教育・保健分野などにおける人材育成、インフラ整備）

　注目すべき点は、これらの三本柱のいずれにおいても、ODA（政府開発援助）が重要な役割を担っており、ODAが本来目指してきた経済社会開発への貢献という営為と紛争後の復興支援や平和構築という営為が渾然一体となって展開されているという点である。和平プロセス支援においては、ARTF（アフガニスタン復興信託基金）に対する財政支援や政策アドバイザーの派遣、行政、保健、医療、教育、放送分野等でのアフガン人材に対する技術研修などが実施された。治安回復のためには、「平和のための登録」（Register for Peace）というプログラムにおいて、武装解除、動員解除された元兵士に対する職業訓練その他の社会復帰支援が行われようとしているのに加え、地雷対策に関し、草の根無償資金協力を活用してNGOによる地雷除去作業を支援することや、麻薬代替作物開発支援なども検討されている。復興・人道支援においては、地域コミュニティの再建（難民・国内避難民再定住化支援を含む。）、人材の育成（初等教育、女子教育普及）、保健・医療、基礎インフラ（道路、水、放送等）など、多岐に亘る領域で活動が展開されている。

　更に、忘れてはならないのは、アフガニスタン周辺国に対する支援を通じ、当該地域全体を安定させることの重要性である。日本は、アフガニスタンに対する直接支援に加えて、パキスタンに対する緊急経済支援、タジキスタンに対する難民対策支援に加え、両国とウズベキスタンに対する経済協力を強化することを通じて、当該地域の安定化に向けての支援を総合的に展開している。


　また、2002年は、JICAでは、平和構築に関する累次の調査研究
の成果を更に発展させ、これらの理論的検討の成果が如何にして実務に適用し得るかについて検証を試みる段階に入った年であった。JICAとカナダのCIDAとの合同評価
では、かねてより研究開発を重ねてきた「平和と紛争に関する影響評価」（JPCIA: Japan Peace and Conflict Impact Assessment）が初めて実際の開発援助を評価するために用いられた。平和構築と開発援助の関わりを多様な切り口から深めるため、例えば、同年2月には、JICAは、UNDPと共に、「復興開発支援とジェンダー」をテーマに議論を重ねた。国際協力銀行（JBIC）は、これまで世界各地の紛争経験国における事業の展開から得られた知見を総括し、更に発展させるべく、同年、スリランカ等の戦後復興を具体的に念頭におきつつ、平和構築に関する本格的な調査研究を行った。また、ミンダナオにおける社会の安定のための協力にも意欲を示している。

３　「老舗」探訪　—世銀とUNDP—
　2002年の主な動きについては、前項で概観したが、ここでは、開発援助機関ごとの考え方や特徴をみるための参考として、紙幅の制約も勘案して、世銀とUNDPに絞り、考察する。

（１）世銀

　世銀の平和構築におけるこれまでの取り組みの特徴は、次の四点に集約される。第一に、世銀は、人権、民主化等の平和構築に密接に関連しうる政治的イシューに対して距離を保ってきた。第二に、緊急事態（emergency phase）や復興開発初期段階（recovery phase）よりもむしろその後の本格的な復興開発段階（reconstruction phase）において、巨額の資金動員力を活かして貢献してきた。第三に、途上国政府をパートナーとし、財政及び基幹産業・インフラの再興を旨とする活動に重点が置かれてきた。第四に、開発問題に関するKnowledge Bankとしての強みを活かし、事業実施面のみならず、研究の領域でもリーダーシップを発揮してきた。

　しかしながら、これらの特徴は、他の機関との比較において際だったものではなくなりつつある。例えば、ガバナンス支援や経済運営政策への関与などを通じて政治的イシューにコミットせざるを得なくなっていること、アフガニスタンの例に見られる如く、相当早期の段階から参画を余儀なくされていること、NGO等を活用する機会を増えてきていること、ハード面での支援に加えソフト面での支援を拡充してきたことなどから、平和構築に関する世銀の守備範囲は益々拡がってきていると言える。また、PRSPプロセスの実績を背景として、マルチ、バイの援助国・機関の調整役としても益々重要な地位を占めつつある。

　1998年、世銀の評価局（OED）は、それまでの世銀の戦後復興支援活動のレビューを行い、その結果、より実践的なポリシーを当該分野で策定することを提言した。この提言を受けて、2001年1月に策定された世銀のOperational Policy 「開発協力と紛争」（Development Cooperation and Conflict O.P.2.30）は、これまで、どちらかと言えば、紛争経験国に対する復興支援という文脈に限定されがちであった世銀のオペレーション部隊に対して事実上初めて包括的な枠組みを提示することになった。具体的には、次の三点が注目される。第一に、全ての援助対象国において、経済成長と貧困の削減が、潜在的な紛争の火種を小さくする（あるいはそのように努めるべきである）という認識にもとに援助を続ける必要があることを強調している。第二に、紛争の影響を受けている国においては、その影響を勘案しつつ支援を強化する必要があること、すなわち、紛争と平和の観点をすべての開発援助活動において考慮すること（メインストリーム化）を強調している。　第三に、紛争直後の国においては、持続的な平和に向けての移行を支援する必要があること、を明確にしている。さらに世銀は、上述のポリシーにおいて、同行スタッフに対し、一般の緊急支援（O.P.8.50）、ジェンダー（”Gender Dimension of Conflicts Prevention and Reconstruction”）、先住民（Operational Directives 4.2）、非自発的移住（OP/BP 4.12）等のポリシーを参照しつつ業務を進めるよう指導を行っている。

　これらの動きにおいて注目すべき点は、平和構築を開発援助の中のひとつのセクターと捉え、あるいは、途上国の中の一部の戦後復興国における課題と捉えるといった旧来のアプローチが影を潜め、途上国における平和と開発を不可分一体のものとして捉えようとする傾向が益々強まっているということである。また、1998年から2002年までに実施されたPost Conflict Fundからの贈与案件リストをみると、DRR(Demilitarization, Demobilization & Reintegration)、地雷対策、暫定政権への財政支援、旧兵士への教育、軍事施設の再利用（民生施設化）、難民支援、非自発的移住者（女性）の雇用促進などといった紛争経験国固有の問題への対処を目的とする案件が依然として多数であるが、これらに加えて、女性の自立と連帯支援、メディアの強化、異民族間の対話支援等、今後起こるかも知れない新たな紛争を予防するための支援という性格の強い案件が散見される点は興味深い。

　ちなみに、開発援助機関における平和構築に関連する事業・活動について必ず尋ねられる質問の中に、「事業全体に占める平和構築関連の事業のシェアはどの程度か」という類のものがある。これに対し、例えば、世銀の融資総額の約16％が紛争関連の融資であるとも言われている
。また、世銀の融資対象100ヶ国の約4割に相当する国は、直近あるいは現在の武力紛争の影響下にあるが、紛争の影響下にある国に対する援助をすべてカウントするとすれば、平和構築のシェアは40％となるとも言える。他方、世銀が有する援助形態のうち平和構築分野における支援であることを明確に謳っているものは、Post-Conflict Fund（36ヶ国、110件、2002年10月現在で50.9百万ドル）であるが、当該形態に限定すれば、世銀による平和構築活動が全事業活動において占めるシェアは、コンマ零パーセント以下の、非常に小さなものとなる。しかしながら、平和構築が開発援助の各所に浸透し、平和と開発という二つの目的が渾然一体となってきている現在においては、このような設問や数字は意味を失いつつある。実際に、世銀の中でも、平和構築関係とそうでないものを弁別する共通の基準などは見あたらない。上述のような世銀のポリシー（O.P.2.30）に従い、世銀の活動と平和構築との関係を最も広義に解すれば、世銀の融資及びその他の活動すべてが何らかのかたちで平和構築を支援するものとして位置づけられる。

　更に、最近の世銀の動きのうち、例えば、非国家間紛争の原因のひとつとして、途上国における天然資源の存在及び同資源の開発に伴う資金の非合法な流れに着目した研究がなされているが
、同研究は、紛争予防のための対策にまで踏み込んでおり今後の新たな平和構築関連の協力の在り方を模索するうえで注目されている。同研究の終章においては、MDGs（ミレニアム開発目標）が平和と紛争の問題について明確な目標を含んでいないことに言及したうえで、2015年までに紛争を半減することを国際社会共通の新たな目標として掲げることを提案しているが、このような提案は今後の開発援助における国際目標設定の在り方を考えるうえで貴重な示唆を与えている。

（２）UNDP

　UNDPは途上国地域における広汎なネットワーク（130カ所以上）を活かして、平和構築の領域でも重要な役割を果たしてきた。UNDPによる平和構築に関するこれまでの取り組みの特徴は次の三つである。

　第一に、UNDPは、UNDG（UN Development Group）内の調整のみならず、状況に応じて、その他のマルチ、バイの援助国・機関の調整役として期待され、（国によって濃淡はあるものの）そのような役割を途上国の現場において果たしてきた。

　第二に、UNDPは、人道援助と世銀その他のMDBs（多国間開発金融機関）が本格活動を開始するまでの間、すなわち復興支援の初期段階（recovery phase）において諸活動をリードし、かつ前後の段階においてもしかるべくプレゼンスを示すことを通じて、人道援助機関から開発援助機関への円滑な橋渡しを確保するという役割を果たしてきた。

　第三に、復興開発段階及び紛争予防のために、紛争発生（再発）の原因となる諸問題のうち、バイの援助機関やMDBsにとっては扱いにくいものとされてきたガバナンス、Capacity Development、司法・警察・治安維持、DDR(Demilitarization, Demobilization & Reintegration)、小火器対策などの領域での支援活動を推進すること、などに取り組んできた。特に、地雷除去のためにUNDPが果たしてきた役割は大きい。UNDPは、20ヶ国以上において地雷除去支援の活動を行ってきており、かつ、単に地雷を取り除くのみならず、被災者の社会復帰支援や、この領域における他のドナーと途上国の間の橋渡しの機能を果たしてきた。UNDPは、また、国連ファミリーの一員としてのUNDPの地位（”trusted partner status”
）を活かし、治安維持・安全保障分野での民主化促進など、国家主権の機微に触れる領域における課題にも取り組んできている。

　UNDPは、今後もこれらの重要な役割を果たしていくものと考えられる。他方、世銀その他のMDBsや二国間の援助機関が、平和構築に関する活動を拡充し、またUNHCRその他の人道援助機関が、緊急人道援助から復興開発への円滑な移行に対するコミットメントを深めていくにつれて、近年、UNDPとこれらの諸機関の役割分担は必ずしも明確ではなくなってきているという傾向も看取される。また、昨今の援助の成果重視の潮流の中で、UNDPが直面しているチャレンジもある。特に、ガバナンスやCapacity Developmentなどの課題は、非常に重要であるが短期間に成果を顕示することや定量化して示すことが困難であり、これらに対する取り組みを継続し強化していくための理論的枠組みを構築することが急務となっている。

　また、今後の課題ではあるが、戦後復興や紛争予防のために、途上国間の協力を推進する、という、いわゆる南南協力支援のために、UNDPが今後果たしうる役割についても注目すべきであろう。南南協力支援に関しては、世界の開発援助機関の中で、UNDPとJICAが双璧である。例えば、アフガニスタンの戦後復興支援に際しては、両機関は、近隣国を含む途上国による支援活動を側面から支援すべく、水面下で積極的に動こうとした経緯がある。これについては、周辺国・地域における政治情勢の緊迫化が障害とはなっているものの、これからの成果が注目される。平和と開発の問題を国単位のみで捉えることなく、問題が顕在化している当該国を含む地域全体の安定化を図ろうとすること、そして、その際に、先進国のみならず域内外の途上国の積極的な関与を慫慂していく、という発想は、今後益々重要となってくるものである。そのために、UNDPはこの領域においても引き続きKey Actorとして活動することが期待されている。

４　新しい潮流形成のために

　開発援助一般に関する国際潮流と平和構築の関係についても明らかにしておく必要がある。ここでは、近年における世界の開発援助の潮流の中で、（１）「援助の成果重視」、（２）「援助協調」というコンセプトが、平和構築という時代の要請を受けて、改めて如何なるかたちで捉えられるべきか、という観点から極簡単に論じておきたい。

（１）平和構築における成果重視とは？

　第一の課題は、援助の成果重視の潮流において平和構築への貢献を如何に評価するか、というものである。貧困撲滅をはじめとする開発の問題に対して、国際社会全体として具体的な目標を掲げて総合的に取り組もうとする動きは、1990年代初期から活発になっていた。「DACの新開発戦略
」から国連ミレニアム総会を経て「ミレニアム開発目標」（MDGs）に至る過程はそのような動きの集大成である
。2002年は、平和構築の年であったとともに援助の成果重視が国際社会全体として強く再確認された年でもあった。Monterrey開発資金会合の頃より、MDGsに向けての取り組みを国際社会が一体となって
追求していこうという気運が高まり、開発援助の成果を巨視的かつ長期的視点から具体的に目に見えるかたちで達成していくという取り組みの重要性が改めて確認されることになった。しかしながら、平和構築と援助の成果重視という二つのテーマを重ね合わせて論じることは未だ十分になされていない。例えば、MDGsにおいては、平和構築への言及はない
。他方、平和構築における成果重視とは如何なるかたちのものであるべきなのか、という点での実践的な議論は殆どない。貧困、教育、保健などについて具体的な数値目標の達成を目指すことと平和構築への貢献の双方の関係はどうあるべきであるのか、また、それらのために限られた援助リソースをどのようなかたちで配分すれば良いのか、といった点に関する議論はまだ緒に就いたばかりである
。紛争を予防することを主たる目的とする援助の成否はどのように評価するのか、も不明である。ザンビアのように周辺国が軒並み武力紛争に巻き込まれ大量の難民をこれらの国から受け入れつつも何とか自国の平和を維持し、他方で、多額の開発援助にも拘わらず経済社会指標の好転が見られない国を、経済社会指標の推移のみから、「Poor Performer」と断じること
は果たして妥当であろうか。筆者を含む開発援助の関係者はこれらに対して満足すべき答えを用意できていない。

（２）平和構築の視点からの援助協調

　元来、「援助協調」と言えば、「貧困削減戦略（ペーパー）」（PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper）を媒介とした援助協調や、あるいは、援助手続きのHarmonizationなどが想起される。しかし、援助協調というコンセプトを平和構築の実践という観点から見直した場合、これらとは別の切り口で、「緊急人道援助から復興開発援助への継ぎ目のない援助のための協調」と「経済、軍事、政治、社会、文化等さまざまな側面からの取り組みの間の協調」という二つの課題が浮かび上がってくる。

　平和構築への取り組みにおいては、まず、緊急人道援助から復興開発援助への「継ぎ目のない援助」を確保しなければならない、と言われて久しい
。しかしながら、そのために、実際の援助の現場における実践は、未だ緒に就いたばかりである。更に、平和構築のために、単に経済的支援に留まらず、軍事、政治、社会、文化等の種々の側面からの取り組みを総合し、整合的に行う、という要請に応えるべきである、という議論もあるが、この点でもそれぞれの領域のアクター間相互の連携・協調をどのように進めていくか、という挑戦はまさにこれからの課題である
。

　

５　「血の貢献
」か「知と汗の貢献」か？—日本のODAの課題—
　平和と開発の双方への包括的な取り組みという課題に対し、日本は国際社会において理論と実践の両面でリーダーシップを発揮する可能性を有している。第二次世界大戦の惨禍から目覚ましい復興を遂げ、かつ平和主義を高らかに謳う憲法を有する日本は、その歴史的経験から培われた潜在能力の点で、そして、平和を希求するという志気の点で、更に、その地政学的位置に由来する必要性ゆえに、国際社会に対して重要な貢献をなし得る可能性を有している。しかしながら、その実践に際しては、PKOと国際緊急援助に関する法制上の制約、PKOとODAの協働を巡る制約、そして援助要員の安全確保等に関して非常に厳しい制約がある。ここでは、開発援助実務の立場から、現行の法制その他の枠組みを所与としつつも、建設的な議論が可能と考えられる領域、すなわち、「紛争予防への取り組み強化」と「援助要員の安全確保」という（相互に関連する）二つの論点につき触れておきたい。

　日本は、ODAの実施に関し、援助要員の安全について細心の注意を払い、国連関係者や他国の援助機関やNGOが活躍している場においてさえ、安全上の配慮から援助要員の派遣を差し控えることが珍しくない。これに対し、「少なくとも国連関係者が活動する場においては日本のODA関係者も活動すべし」という議論がある一方で、「危険を冒すことは極力避け、むしろ、紛争の原因となる貧困その他の除去に専心すべし」という議論もある。更には、真に平和を追求するためには、傍観は許されず、多少の危険を冒しても行動すべしという趣旨の見解
もある。これらの議論に対して、開発援助実務の立場から、強調すべき点は次の二つである。

　第一点は、「紛争予防の重要性」についてである。これはまた、援助要員の安全との関係においては、「開発援助が平和構築への取り組みを強化することは、それによって援助要員が一層の危険を冒すことには必ずしもならない」というメッセージを補強することにもなる。開発援助を通じた平和構築の中で最も効果的かつ大切なことは、武力紛争（あるいはその再発）を予防することである。そしてそのために、援助要員が危険を冒すことなく為し得ること、為すべきことが沢山有る。その多くは、国際社会やいわんやCNNなどのメディアの耳目を惹くものではない。しかし戦場や危険な地に乗り込み命を張って立ち回ることと同様に、あるいは、時にはそれ以上重要なこととして為すべきことは、武力紛争あるいは貧困の悪循環が顕在化していない状態においても沢山ある。そのような状態における活動、いわば、「平時における」地道な活動に対して、より正当な評価を与え、かつ、より一層の精力が傾注されるべきである。国際社会からどの程度注目され、その結果、どの程度感謝されるか、という視点からの議論を頭から否定するものでは決してないが、他方、それ自体が究極の目的となり、「途上国の平和構築に貢献するために最も効果的な国際協力とは何か」という問題意識からの議論と行動が二の次となってしまっては本末転倒である。

　第二は、危険（リスク）の可変性についての議論である。途上国の戦後復興支援など特にその初期の局面において、ある程度の危険を冒さざるを得ない状況が生じることは不可避ではある。しかし、そうであるからといって、即、「平和構築のために危険を冒すべきか否か」という二者択一の議論に陥ることは避けなければならない。リスクの顕在化は、少なくとも二つの要因に依拠する。どの程度のリスクに晒されているかという点（exposure）とそれに対して組織及び構成員がどの程度の対処能力を有しているかという点（resilience）である。日本では、援助する側で制御できない前者、すなわち「exposure」に関する研究や実践（安全情報の収集やリスクの認定）は比較的進んでいるが、援助する側の努力次第である程度変化させることの出来る後者、すなわち「resilience」の議論が十分に尽くされているとは言い難い。対処能力を高めるためには、単に、個人の能力を訓練して高めるということのみならず、実施を担う機関等の組織力をフルに活用し情報収集、危険予知、分析を含む危機管理能力を高めること、更に、他の組織（例えば、国連警察その他）との連携を密にして全体として総合的に安全確保の力を培っていくための研究と具体的行動が急務となっている。

＊
＊
＊

　September 11より半年以上も前の、2001年2月、JICAによるアンケートでは、途上国のことを「危険」と思う日本人はすでに8割に達していた
。現在では、途上国に限らず、米国を含む外国に滞在することを「危険」と考える人の数は更に増加していることであろう。他方、日本のODAについては、この5年あまりで概ね3割の縮減になる。長期化する国内の不況と昨今の国際情勢が相俟って日本人が益々内向きになってきている。

　このような状況において、「世界の平和と発展なしに、日本の平和と発展はありえるのか」、そして、「日本が世界に貢献するために具体的に何が出来るのか、何をすべきなのか」という問いを、日本人が改めて自ら問い直す必要が生じている。その際、上述のような点、すなわち、世界の平和と開発への貢献という課題に関して、いわば「平場」と「修羅場」のそれぞれにおいて自らの問題対処能力を着実に向上させることが重要である。　何故なら、そのための地道な努力を通じて、日本がとりうるオプションが拡がるからである。そして、その結果、今後、政策理念から実際の行動に至るあらゆる次元において、より闊達な議論を行い、実践していくための前提条件が今以上に整うことになる、ということを最後に強調しておきたい。
以上

· 注１：本稿は、筆者個人の見解であり、筆者の所属するJICAの見解ではない。

· 注２：本稿脚注において言及したウェブサイトは、主に2003年1月1日現在のものである。

� www.marshalfoundation.org/about_gcm/marshal_plan.htm#harvard_speech。邦訳は「国連情報誌SUN」（2001年12月20日号）参照し著者が一部修筆した。


� 1947年における主な融資は、フランス、オランダ、デンマーク及びルクセンブルクの戦後復興を目的とするものであった。他方、開発のための融資は、1948年のチリに対する融資を皮切りとしてその後漸増した。ちなみに、1952年6月現在で、欧州復興のための融資が全体の融資総額の35％を占めていた。


� 英語のDevelopmentに相当する日本語に関し、自動詞の名詞化に相当する文脈での術語としては、「発展」を用いるべきであるという議論があるが、本稿では、便宜上、自動詞的用法、他動詞的用法の双方において「開発」を統一して用いることとする。


� 本稿では、元来、開発途上地域の経済社会開発に貢献することを目的として、国際機関、国家、市民団体等が当該地域の国家・社会及び当該国家・社会の構成員に働きかけるべく行われる諸活動を指すものとする。


� www.usaid.gov/about/usaidhist.html


� “the 1997 DAC guidelines on Conflict, Peace and Development Co-operation on the Threshold of the 21st Century”(1997/98DAC/OECD )


� www.washingtonpost.com/wp-dyn/articles/A52508-2001Dec16.html


� 例えば、米国の有力シンクタンクのひとつである戦略国際問題研究所（Center for Strategic and International Studies : CSIS）では、イラクの「戦後復興」なども念頭に置きつつ、米国陸軍協会（Association of the U.S. Army : AUSA）と共同で、戦後復興研究プロジェクト（Post-Conflict Reconstruction (PCR) Project ）を進めているほか、2002年を通じて各地の紛争地帯を対象としたセミナーや研究が累次進められた。（www.csis.org/）


� 例えば、国連広報局（UNDPI: Department of Public Information）が主催した会合（2002年9月9日から11日までの3日間、国連本部にて開催）では約1400人のNGO関係者が参加し、紛争予防から戦後復興に至る平和構築の課題について、環境と紛争、メディア、精神医学、平和教育、ジェンダー、人権などのさまざまな視点から議論が展開された。


� � HYPERLINK "http://www.humansecurity-chs.org/" ��www.humansecurity-chs.org/�


� OECD DAC Expert Workshop on Root Causes of Terrorism: The Role of Development Co-operation (DAC Network on Conflict, Peace and Development Co-operation, NY, 26 September 2002)


� DEVELOPMENT CO-OPERATION IN DIFFICULT PARTNERSHIP(Note by the Secretariat/DAC/OECD, 16 May 2002)


� “WORLD BANK GROUP WORK IN LOW-INCOME COUNTRIES UNDER STRESS: A TASK FORCE REPORT”（September 2002）


� � HYPERLINK "http://www.usaid.gov/press/releases/2002/fs_mca.htm" ��www.usaid.gov/press/releases/2002/fs_mca.htm�, � HYPERLINK "http://www.state.gov/g/oes/rls/fs/2002/12952.htm" ��www.state.gov/g/oes/rls/fs/2002/12952.htm�, www.whitehouse.gov/infocus/developingnations/


� USAID関係者からの聴取


� 2003年1月7日、ナツィオス（Andrew Natsios ）USAID長官は、2002年に打ち出された諸改革を総括し、今後、開発（development）を、防衛（defence）と外交（diplomacy）とともに米国の対外政策の三本柱を構成するとしたうえで、同日、これからの10年間における開発援助の課題についての展望を示した報告書「Foreign Aid in the National Interest Promoting Freedom, Security, and Opportunity」を発表した。同報告書では、「紛争の緩和と管理」（Mitigating and Managing Conflict）が最重要課題の一つとして位置づけられている。


� 2003年1月7日朝日新聞朝刊


� � HYPERLINK "http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokusai/index.html" ��www.kantei.go.jp/jp/singi/kokusai/index.html�、「国際平和協力懇談会」報告書（2002年12月18日）


� 前掲朝日新聞朝刊


� 外務省ホームページ（www.mofa.go.jp）及び同省作成のパンフレット「アフガニスタンへの日本の貢献」参照。JICAについては、「2002年国際協力事業団年報」（pp12-26。平和構築に関する特集）参照


� 例えば、� HYPERLINK "http://www.jica.go.jp/activities/report/field/2001_03.html" ��www.jica.go.jp/activities/report/field/2001_03.html�


� 1999年9月に東京で開催された日加合同平和構築シンポジウムでの提言を受け、第一次（2000年9月カナダ）、第二次（2001年2月グァテマラ）及び第三次（2001年11月カンボディア）を経て2002年に累次評価の結果が総括された。


� The Role of the World Bank in Conflict-Affected Areas (Maurizio Ragazzi, April 6, 2001)


� “Civil War and Development Policy: Draft for Comment”(econ.worldbank.org/prr/civilwarPRR/text-24322)


� “Enhancing Security Sector Governance: A Conceptual Framework for UNDP”(Nicole Ball, Oct 9,2002, UNDP internal document)


� “Shaping the 21st Century: The Contribution of Development Co-operation” (1996) （� HYPERLINK "http://www.oecd.org/EN/document/0,,EN-document-notheme-2-no-24-5782-0,00.html" ��www.oecd.org/EN/document/0,,EN-document-notheme-2-no-24-5782-0,00.html�）(1996年5月、DAC第34回上級会合で採択)


� 「日本はミレニアム開発目標（MDGs）に対して如何に取り組むべきか」（戸田隆夫、2002年6月、GRIPS Development Forum Policy Minutes No.13, 2002年12月、� HYPERLINK "http://www.DevelopmentForum.org" ��www.DevelopmentForum.org�）


� Monterey会合の前後において、米国は、先進国側からより多くの援助資金を引き出すために定立されたMDGsのゴール８に反発し、MDGsへの言及を公式な場で避け、「Millennium Declaration and International Development Goals」という修辞を累次用いてきたが、2002年後半になって、国際社会が共通して目指すべき開発目標として認知するに至っている


� 例えば、� HYPERLINK "http://www.undp.org/mdg/" ��www.undp.org/mdg/� は、MDGsのCampaign Manager 兼Score Keeperの役割を自他共に任じているUNDPによるものであり、MDGsについて最も充実したサイトのひとつであるが、平和構築と関係づけた議論は見あたらない。


� 前掲戸田（2001）参照


� World Bank, 1998, “Assessing Aid: What works, what Does’nt Work, and Why ?”


� JICA事業戦略調査研究「平和構築—人間の安全保障の確保に向けてー」（2001年3月参照）


� 例えば、CSIS（前掲）では、外交、開発、軍事の三つの領域の専門家が一体となって、イラクの「戦後」復興開発に取り組むべし、という議論があり、そのために三者が協働する組織・制度の構築を提言しているが、これに対しては、米国政府内のビューロクラシー（特に、国務省と国防省の関係）や、NGOと軍との関係などからみて、克服すべき課題が少なくないと筆者はみている。


� このような修辞に対しては批判もあろう。しかし、開発援助をlifeworkとして途上国の現場を自らの活躍の場と自認する、筆者と筆者の同僚たちにとって、この問題が如何に強い切迫感を持って捉えられているか、ということを読者にも理解して頂きたく、敢えてこのような修辞を用いた。


� 例えば、「平和主義、傍観から行動へ」（伊勢崎賢治、2002年11月3日朝日新聞「私の視点」）


� www.jica.go.jp/jicapark/odajounalist/32.html
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